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農業経営体の経営多角化と
農協系統の農業金融
─農産物加工を中心に─

主事研究員　長谷川晃生

〔要　　　旨〕

1　本稿では農業経営体の経営多角化のなかでも取組み数が多く，設備投資等の資金借入が
見込まれる農産物加工を分析対象とし，農業法人等の事例調査を通して資金需要や資金調
達の実態と金融機関利用の特徴を分析する。そして農協系統での農業経営体の加工を含む
経営多角化向けの融資の現状と問題点を明らかにし，農協系統の課題を考察する。

2　事例調査結果によると，農業法人等では加工に伴い労賃支払費用，原材料購入等のため
の運転資金や加工施設等取得のための設備資金の需要が発生する。運転資金については，
加工用原料を自法人以外から購入する場合に多額の資金借入が必要である。また運転資金
の借入規模は，加工品製造から販売代金回収までの期間，受託加工の有無によって違いが
でる。調査先の多くは，資金余力があるために，運転資金を金融機関借入に依存せず，自
己資金で賄っている。

3　設備投資については，補助事業を利用し，足りない部分を自己資金ないし金融機関借入
で行っている。加工部門が一般の食品製造業の中小企業ないしは小規模企業と同程度の事
業規模へと経営発展すると，金融機関選択にも変化が生じ，金利等の借入条件だけでなく，
借入手続きの簡便さ，販路開拓支援，経営ノウハウの提供，安定的・持続的な取引といっ
た点が重視される。

4　農業経営体の加工部門が経営発展していくと，農協の農業生産を中心としたこれまでの
審査や融資後の管理では対応しきれない面もある。したがって，本稿で取り上げた事例の
ように，信連から農協への融資ノウハウ移転等による融資体制の整備が有効であろう。ま
た融資にあたっては，信連が補完機能を発揮する必要があるものと考える。
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経営体が行う加工等の特徴と取り組む際の

課題を把握することとする。そして農業法

人等への聞き取り調査結果を基に，加工に

伴う資金需要や資金調達の実態と金融機関

利用の特徴を分析する。さらに農協系統で

の農業経営体の加工を含めた経営多角化向

けの融資の現状と問題点を明らかにし，農

協系統の課題について考察を行う。

1　経営多角化の特徴と課題

（1）　加工を行う農業経営体の動向

農業センサスによると，2005年から10年

にかけて，農業経営体は200.9万経営体から

167.9万経営体へと減少している。一方で，

経営を多角化する経営体数は増加し，消費

者に直接販売を行う経営体数は32.7万経営

体から32.9万経営体へ，農産物の加工は2.4

万経営体から3.4万経営体へとそれぞれ増

加している（第１図）。増加数は農産物の加

工，消費者に直接販売，貸農園・体験農園

等の順に多い。

はじめに

近年，農業経営体が農産物生産だけでな

く，その加工等も行う農業経営の多角化が

進展している。国は農業経営体の経営多角

化を含めた農林漁業者による生産・加工・

流通（販売）の一体化，また農林漁業者に

よる２次・３次産業との連携に伴う地域ビ

ジネスの展開や新たな産業を創出すること

を目指す６次産業化を推進している。この

ため，今後，農業経営の多角化の意向が高

まることも考えられる。こうした動きを農

業金融に引きつけて考えれば，経営多角化

に伴って農業生産とは異なる資金需要が発

生するために，農業生産を中心とした従来

の農業金融に変化を及ぼすものとみられる。

そこで，本稿では経営多角化のなかでも

農業経営体の取組み数が多く，設備投資等

の資金借入が見込まれる農産物加工（以下，

「加工」）を分析対象とする。まず農業セン

サスや各種アンケート調査結果から，農業
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農園等，農家レストラン，海外への輸出で

も同様の傾向がみられる。

このように販売金額が多い農業法人等の

農業経営体を中心に加工を行う事例が増加

しているものとみられる。そこで，次に経

営多角化による経営へのメリットや取り組

む際の課題について，農業法人等向けのア

ンケート調査結果を基にみていくことにす

る。なおアンケート調査は，加工等を含ん

だ６次産業化に関する設計であるため，以

下では加工を含めた６次産業化の動向につ

いて取り上げている。

（2）　経営多角化のメリット

日本政策金融公庫は，融資先を中心に６

次産業化を実施している農業法人等を対象

としたアンケート調査を行った
（注1）
。６次産業

化に取り組んだメリットとして（最大３つ

まで回答），「所得の向上」（74.5％）の回答割

合が最も高い。次いで「農産物の生産拡大」

（50.3％），「企業的経営の確立（休日の適正取

得，社会保険の整備等）」（34.5％），「社員の

また2010年の全農業経営体数に対して，

直接販売を行う割合が19.6％と最も高く，農

産物の加工（2.0％），観光農園（0.5％），貸

農園・体験農園等（0.3％）が続いている。さ

らに農産物販売金額規模別の取組割合をみ

ると，農産物の加工は販売金額が多い経営

体で取組割合が高く，１億円以上では9.0％

が行っている（第１表）。農産物の加工と比

較すると割合は低いものの，貸農園・体験
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第1図　経営多角化を行っている農業経営体数
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資料 農林水産省「2010年世界農林業センサス報告書」
（注）1  （　）のデータは，各年の経営体数合計に占める割

合。単位は％。
　 2  「海外への輸出」は2010年センサスからの項目。
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（農業経営体数合計 167.9万経営体）

第1表　経営多角化の取組割合（農産物販売金額規模別）
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資料　第1図と同じ
（注）　全体（販売金額規模別）は総経営体数（各金額規模の総経営体数）に対する各取組みを行う経営体数の割合。

　（単位　千経営体，％）
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に，課題は事業に必要な人材確保や技術習

得，資金調達，販路確保と多岐にわたって

いる。

以上のアンケート調査結果を踏まえて，

加工を行う際の課題について考えると，単

に製造技術だけでなく，衛生・品質管理，

生産資材・食品加工機械の選定，食品衛生

法やJAS法等の関連法規等の生産とは異な

る広範な知識が必要で，専門的な人材を育

成し，確保することが重要である。また事

業領域の拡大とともに，経営管理や労務管

理の一層の高度化も必要となろう。

さらに，先にみたように黒字化までに一

定の期間を要することから，新規に加工に

取り組む際には，農業生産での収益性が十

分確保されていることが，資金繰り等を考

えた場合に不可欠である。

やりがい向上」（28.5％），「地域からの支援

確保（地域での基盤確立）」（28.5％）の順と

なっている。

また同調査では，６次産業化の開始から

経営が軌道に乗るまでの期間を聞いている。

調査対象先の６次産業化に取り組んでいる

年数は13.5年で，６次産業化を行った部門

が黒字化するまでにかかった平均年数は

4.1年である。このように，経営安定までに

はある程度の年数が必要なことがわかる。
（注 1） 日本政策金融公庫農林水産事業「平成23年
度農業の 6次産業化に関する調査」（2012年 1月
公表）。調査対象は融資先を中心に 6次産業化を
行っている297先。実施は2011年 7月で，回収数
は165（農業法人148，個人17），回収率は55.6％。
同調査では 6次産業化を「消費者への直接販売
や加工により付加価値をつけて販売する等によ
り，経営の利益・所得向上を目指す取組み」と
している。

（3）　取り組む際の課題

農業経営体は６次産業化に取り組む際に

どのような点を課題と考えているのであろ

うか。アンケート調査結果により６次産業

化の課題を確認した上で，加工を行う際の

課題について整理することとしたい。

日本農業法人協会の会員に対して実施し

たアンケート調査によると
（注2）
，６次産業化の

課題（複数回答）として，「専門的な人材の

育成・確保」（44.0％）の回答割合が最も高

い（第２図）。次いで「設備資金の調達」

（41.3％），「事業の知識・技術の習得」（36.3％），

「商品開発」（35.1％），「販売先・顧客の確保」

（33.8％）の順となっている。資金調達に関

連して「運転資金の調達」（31.3％）を課題

として挙げる割合も比較的高い。このよう

50
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第2図　6次産業化の課題（複数回答）

資料　農林中央金庫「平成23年度農業経営と金融機関利用に関す
る調査」

（注）1  日本農業法人協会会員へのアンケート調査で，本設問は6
次産業化に取り組んでいる農業法人のみ集計。

　 2  回答農業法人数は402。
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的な資金需要と調達の実態，さらに金融機

関利用の特徴について，４つの事例分析を

通して明らかにする。取り上げる事例の経

営概要は第２表の通りである。

（1）　農事組合法人Ａ

ａ　経営概要

Ａ法人は複数集落を範囲とした集落営農

組織で，構成員は200名弱である。圃場整備

を契機に大型農業機械を共同で利用するた

めに，1990年代半ばにＡ法人の前身の組織

が設立され，2000年代半ばに法人化された。

女性や高齢者の就業機会の提供と冬場の

雇用確保のために，新たな作物の導入や加

工，農産物直売所の運営等に取り組んでい

る。現在，経営耕地面積は100ha程度，米，

大豆を中心にミニトマト，ブルーベリー等

の栽培を行っている。

2011年度の売上額は２億円弱で，そのう

1990年代後半以降，食品産業の国内生産

額は人口減少・高齢化等によって縮小傾向

にあり，食品製造業の国内生産額は1995年

の38.3兆円から2009年の34.1兆円へと減少

している。食品産業を取り巻く競争環境は

厳しく，農業経営体は事業環境を見極めた

うえでの経営戦略が求められ，顧客ニーズ

にあった商品開発と安定的な販路確保が伴

わないと経営の安定は難しいものと考える。
（注 2） 農林中央金庫が公益社団法人日本農業法人
協会の協力を得て実施した「農業経営と金融機
関の利用に関する調査」の結果。農林中金総合
研究所は調査票作成，集計，分析を担当。日本農
業法人協会の会員1,498先を対象として，2011年
10月に実施，回収数549，回収率36.7％。

2　農業経営体への聞き取り
　　調査結果　　　　　　　

ここまで統計やアンケート調査結果を中

心にみてきたが，以下では加工に伴う具体

第2表　聞き取り調査先の経営概要

C，D EA B

資料　聞き取り調査結果，各経営体の提供資料を参考に筆者作成

組織形態 農事組合法人 農業生産法人
株式会社

農業生産法人有限会社
Ｃ，有限会社Ｄ（一般法人）

株式会社（一般法人）

主要な農業生産物 米，大豆，ミニトマト，ブ
ルーベリー

米 Ｃ法人が酪農 Ｅ法人の代表者個人が果
樹，ミニトマトを栽培

主な加工品 ジュース，ジャム，豆腐 餅 乳製品（アイスミルク） ジュース，ジャム
農業生産部門と加
工部門との関係

加工は経営の１部門 加工は経営の１部門 農業生産部門（Ｃ法人）か
ら加工部門は分社化し，
別法人

農業生産部門から加工
部門は分社化し，別法人

加工の取組み年数
※概数

豆腐は10年，ジュースの
自社加工は数年

数年 10年 20年

加工の年間売上額
※概数

3千万円 3千万円 6千万円 2億円弱

加工部門での運転
資金，設備資金の
調達先

運転資金：自己資金
設備資金：農協（農業近代
化資金）

運転資金：地方銀行，第
二地銀，日本政策金融公
庫（スーパーＬ資金）
設備資金：日本政策金融
公庫（スーパーＬ資金）

運転資金：自己資金
設備資金：信農連

運転資金：自己資金
設備資金：第二地銀
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いる。

ｃ　資金需要，資金調達の特徴

Ａ法人が決済で利用している金融機関に

ついて，部門別にみると，農業生産部門は

農産物販売先や生産資材の購入先が農協中

心ということもあり，農協がメインであ

る。一方，加工部門は販売先等が農協以外

であるために，農協を中心に信用金庫も利

用している。

加工に伴う運転資金については，ジュー

スの製造時期は一定の時期に集中するが，

販売は年間を通して行われるために，資金

回収までの間に資金需要が発生する。具体

的には，加工用原料のほとんどは生産部門

からの調達が中心であるが，瓶等の資材の

購入代金や労賃支払いのためにピーク時に

３百万円程度が必要となる。これに対して

は，一時的に農業生産部門の余裕金を融通

するようにＡ法人内部で調整しているため，

金融機関からの運転資金借入は発生してい

ない。

加工のための設備投資は補助事業を活用

しながら，残りを自己資金ないしは借入で

対応している。豆腐製造のための設備投資

は小規模であったため，補助金と自己資金

で賄うことができたが，ジュース製造のた

めの設備は，豆腐製造と比較すると初期投

資の金額が大きかった。そのため自己資金

と補助金だけでは賄えず，不足分を借入金

（３千万円程度）で対応し，農協から農業近

代化資金を借入れた。これ以外の農業生産

に伴う資金借入は全て農協を利用している。

ち加工は約３千万円である。部門別収益は，

農業生産部門は黒字であるが，加工部門は

ほぼ収支が均衡している。

ｂ　加工への取組み

Ａ法人は10年ほど前から豆腐製造を，５

年ほど前からジュース製造を行っている。

事業規模の面で加工が本格化したといえる

のはジュース製造からである。ジュース製

造は，Ａ法人が栽培したミニトマト等の農

産物のうち，生食用として市場出荷できな

いものを有効活用している。

ジュース製造は農協の加工施設に委託す

ることから始まったが，直後に農協が採算

面を理由に加工事業から撤退することにな

った。そこで撤退後のジュース製造の受け

入れ先について，農協，行政，農協を利用

していた農業経営体と話し合ったところ，

Ａ法人による加工施設の建設要望が農業経

営体から出され，またＡ法人も雇用の場を

確保したいとの思いから，加工施設を新設

するに至った。

数年前から新設の加工施設が本格的に稼

働している。加工施設ではジュース製造の

他にブルーベリー等を使ったジャム類等も

製造している。

また加工施設の稼働率を年間通して均す

ために，地域の他の農業経営体からの受託

加工にも対応している。ミニトマトは無加

温によるハウス栽培で収穫期が夏場に集中

するため，自社製品のジュース製造は夏場

を中心に行っている。またリンゴジュース

等の受託加工は冬場から春にかけて行って
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が中心で，独自に米販売を行っている。米

販売に必要な精米施設を，法人毎に揃える

と過剰投資となるため，共同で運営するた

めに設立されたのがＢ法人である。

ただし，精米は収益部門とはならないた

めに，Ｂ法人の出資者の１人が行っており，

技術ノウハウがある餅加工に取り組むこと

となった。

Ｂ法人の主な事業内容は，農産物の集荷

販売，餅加工，精米，農業生産である。2011

年度の売上額は約５億円で，内訳は農産物

の集荷販売，餅加工，精米，農業生産の順に

多い。しかしながら，2011年度は原発事故

の影響で，餅の主要な販売先との取引が大

きく減少したため，経営状況は大変厳しい。

ｂ　資金需要，資金調達の特徴

法人立ち上げに伴う設備投資額は数億円

と多額で，県の補助事業を活用し，残りを

日本政策金融公庫からスーパーＬ資金の借

入を行った。また設備資金と合わせて，長

期運転資金もスーパーＬ資金で調達した。

さらに短期の運転資金として，ピークに

約１億円を民間金融機関から借入を行って

いる。これはＢ法人が加工用原料のもち米

の調達を外部に依存しているためで，原料

購入のための費用が主な資金使途である。

また加工品の販売額が当初予定よりも大き

く減少したことで，資金繰りが厳しいこと

も多額の資金借入の発生に影響している。

運転資金の借入先は地方銀行と第二地銀

を併用している。Ｂ法人では，金融機関の

貸出スタンスが変化したときに，資金調達

Ａ法人では現状，加工施設の作業効率を

上げるための小規模な投資を行う必要があ

る。しかし追加投資については，加工部門

の経営が軌道に乗った段階で，自己資金の

範囲内で対応する予定である。

ｄ　主な経営課題

Ａ法人は本格的に加工へ取り組み始めた

ばかりで，初期投資やランニングコストを

抑制しながら，加工を行っていくことを考

えているが，当面の収支は厳しいものとみ

ている。またＡ法人では次のような点を経

営課題と考えている。

Ａ法人は加工用原料を自法人の生産余剰

分から調達することを想定していた。しか

し，当初予定よりもジュースの販売額が増

えたことで，原材料の購入が課題となり，

今後は自法人以外から購入することも検討

している。外部から原材料を購入すると，

購入代金のための資金が必要である。今後

は運転資金の借入が課題となると考えてい

る。

さらに品質，衛生管理の維持が重要であ

るために，食品製造に従事した経験がある

人材を確保したいと考えている。

（2）　農業生産法人株式会社Ｂ

ａ　経営概要

Ｂ法人は，同じ地域の複数の農業法人と

農業法人の代表者等が出資し，数年前に設

立された組織である。役員，社員合せて約

10名で，その他にパートを雇用している。

Ｂ法人に出資した農業法人等は稲作経営
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げられている。役員，社員は合せて２名で

他にパート，アルバイトを雇用している。

Ｄ法人の代表者は，Ｃ法人の代表者の妻が

務めている。経営は法人設立当初から良い

状況が続いており，売上額は約６千万円で

ある。

ｂ　加工への取組み

加工を担当するＤ法人は乳製品の製造を

毎日行い，自社店舗中心に販売し，製造し

た当日に売りきることを基本としている。

店頭販売が落ち込む冬場の販路拡大が課題

で，インターネット販売を現在よりもさら

に強化したいと考えている。

Ｄ法人は加工技術の向上に熱心で，首都

圏等で開催される研修会に積極的に参加し，

様々な新しい技術を習得することで，一層

の商品開発に取り組んでいる。ただし，加

工技術，加工のための資材や機械の選定等

には，高い専門性が必要となるため，加工

や販売の専門家と連携することが経営安定

のために重要であると考えている。

またＤ法人は数年前に搾乳・チーズ作り

等の酪農体験施設を新たに立ち上げ，事業

領域の拡大を図っている。

ｃ　資金需要，資金調達の特徴

次にＤ法人の資金借入と金融機関利用の

特徴についてみていくことにする。

Ｄ法人が資金借入や決済に利用している

金融機関は，農協，信農連（以下，「信連」），

地方銀行である。加工のための資材の購入

代金等の決済についてメインで利用してい

が難しくなることを回避するために，複数

の金融機関と取引している。

ｃ　当面の経営課題

Ｂ法人では，当面の経営課題は餅加工を

軌道に乗せることであると考えている。当

初は，高品質商品を開発し，販路開拓を試

みた。しかし，高付加価値商品のマーケッ

トはそれほど大きくなく，安定的な販路が

確保できないために，一般品の製造へと経

営の転換を図ろうとしている。

また餅加工は冬場に作業が集中するた

め，加工施設の稼働率を年間通して平準化

することが必要と考えている。このため，

他の農業法人からの餅加工を受託すること

で経営安定を図っていくことも必要である

と考えている。

（3）　農業生産法人有限会社Ｃ，有限

会社Ｄ

ａ　経営概要

次に，酪農を行っているＣ法人と，Ｃ法

人の関連会社で，Ｃ法人が生産した生乳を

使用した乳製品（アイスミルク）製造・販売

を行うＤ法人についてみていくことにする。

まずＣ法人は1990年代前半に法人化され，

酪農と直売所の運営等を行っている。Ｃ法

人の役員，社員は合せて６名でその他にパ

ートを雇用している。売上は増加傾向にあ

り，現在では約１億円である。

一方，Ｄ法人は2000年代前半に設立され

た一般法人で，Ｃ法人の加工部門であるが，

独立採算とするために別法人として立ち上
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個人で果樹栽培を行っているほか，農業生

産資材の販売を行う別法人も経営している。

Ｅ法人は1990年代前半に一般法人として

設立され，現在の役員，社員は10名弱で，

他にパートを雇用している。Ｅ法人の売上

規模は２億円弱で，最近は横ばいで推移し

ている。

ｂ　加工への取組み

Ｅ法人が製造している加工品はジュース，

ジャム，ペースト等と様々である。また自

社ブランド品の製造だけでなく，PB商品の

製造や観光農園等からの受託加工も行って

いる。年間の製造量は自社ブランド品，PB

商品，受託加工品がそれぞれ同程度である

が，売上額の過半は自社ブランド品が占め

ている。受託加工は近隣の観光農園，商社，

農協のものである。自社ブランド品の原材

料は，代表者個人による生産分だけでなく，

複数の農業経営体との契約栽培により調達

している。

Ｅ法人は法人設立当初からグレードの高

い加工品の製造を行い，商品差別化を実現

してきた。販売先は全国に広がり，首都圏

の有名青果店等を含めて数百社に上ってい

る。

ｃ　資金需要，資金調達の特徴

Ｅ法人は設備投資だけでなく運転資金に

ついても，できるだけ自己資金で対応し，

借入に依存しないこと，また補助金を受け

入れないことを基本方針としている。現在，

運転資金は自己資金で賄っており，借入は

るのは地方銀行である。

運転資金については，加工品の製造と販

売代金回収の期間が短いために，借入は不

要である。冬場は加工品の売上げが落ち，

労賃支払い等で資金繰りはタイトになるが，

自己資金で賄っており，金融機関からの資

金借入は発生していない。

Ｄ法人は，加工施設，店舗の建設費用は

自己資金で，機械導入は金融機関からの借

入を行ったものの，最小限の投資規模でス

タートした。その後，経営状況に応じて自

己資金による投資を行ってきた。

数年前に建設した酪農体験施設の建設費

用（３千円万程度）は信連から借入を行っ

た。借入を伴う本格的な投資は初めてで，

現時点で酪農体験施設の設備投資以外の借

入はない。信連の独自資金を利用したのは，

信連からのアプローチを受けたことと，借

入手続きが簡便であることを理由として挙

げている。

Ｄ法人は，金融機関が行っているビジネ

スマッチング等の販路開拓支援について，

あまり期待しておらず，法人内部で販路開

拓を行う職員を育成していくべきと考えて

いる。Ｄ法人では金融機関の選択にあたっ

ては，借入手続きが簡便であること，また

安定的・継続的に取引できることを重視し

ている。

（4）　株式会社Ｅ

ａ　経営概要

Ｅ法人は，代表者個人による農業経営の

加工部門を担っている。Ｅ法人の代表者は
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ａ　運転資金需要と調達の特徴

加工に取り組む際の資金需要に着目すれ

ば，雇用労賃の支払費用，原材料・資材購

入等のための運転資金や，加工施設や機械

の取得のための設備資金の需要が発生して

いる。

まず運転資金需要は，加工用原料の外部

購入の規模によって大きく異なる。Ｂ法人

は，加工用原料の多くを外部から購入して

いるため，多額の運転資金需要が発生し，

複数の金融機関から借入を行っている。一

方，A法人とＤ法人は，今のところ加工用

原料を外部から購入していないために，運

転資金の借入は発生していない。

それに加えて，加工用原料の調達の季節

性の有無が運転資金借入の規模に影響す

る。季節性が高い農産物を原料とする加工

では，加工品の製造から販売代金回収まで

の期間に労賃や資材等の支払いのための資

金が必要となる。A法人，Ｅ法人は，野菜，

果樹栽培の季節性が高いために，ジュース

等の製造時期は一時期に集中するが，加工

品は年間を通して販売する。したがって，

販売代金回収までの運転資金が必要となる。

酪農は通年生産で季節性がないこと，また

乳製品製造と販売代金回収の期間も短いた

めに，Ｄ法人は運転資金が基本的に必要な

い。

運転資金の借入について，A法人では加

工部門の経営が軌道に乗っておらず資金繰

りに余力がないために，運転資金を一時的

に農業生産部門の余裕金で対応するといっ

た法人内部の調整を行っている。一方，加

発生していない。

法人設立時の加工施設の建設に際して

は，旧農林漁業金融公庫資金約６千万円を

信用金庫から借入れた。公庫資金を借入れ

る際に信用金庫を利用したのは，Ｅ法人が

代表者となっている関連会社と取引があっ

たためである。

最近，新設した加工施設は，工場見学が

できるような設計とし，観光農園への展開

も考えているとのことである。新設した工

場の投資規模は１億円で，このうち自己資

金で半分を充当し，残りは第二地銀から借

入れた。Ｅ法人は第二地銀からの積極的な

営業を受け，有利な条件での借入を実現し

ている。

Ｅ法人並びに関連会社等の農協との金融

取引は希薄である。その理由としてＥ法人

は，農協職員の対応が他金融機関と比べて

遅いこと,人事異動があるので金融の専門

職員が育たないこと等を挙げている。一

方，他金融機関を利用する理由として，銀

行は様々な取引先があるために，販路開拓

を期待できること，またＥ法人と同規模の

中小企業の組織のあり方等の経営ノウハウ

について示唆を受けることを挙げている。

（5）　小括

以上，４つの事例からではあるが，加工

に伴う資金需要や資金調達の実態と金融機

関利用の特徴について，まとめることにし

たい。
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間金融機関の独自資金の借入を行ったケー

スもある。

ｃ　金融機関利用の特徴

加工を行う農業経営体では，加工に伴う

資材の購入先や加工品の販売先が農協以外

に広がるために，決済に利用する金融機関

数は増加する傾向にある。

また生産から派生した小規模な加工事業

という段階から，一般の食品製造業の中小

企業ないし小規模企業と同程度の事業規模

へと経営発展すると，金融機関の選択にも

変化がでてくる。例えば，Ｄ法人のように

資金借入の際に，金利等の借入条件だけで

なく，借入手続きの簡便さ，安定的・持続

的な取引といった点を重視するケースや，

Ｅ法人のように販路開拓支援，経営ノウハ

ウの提供を重視するケースもある。金融機

関によるビジネスマッチング等の販路開拓

支援に対して，Ｄ法人は法人内部で人材育

成すべきと考えているために，それほど期

待していないケースもある。加工部門の売

上規模だけでなく，人員体制を含めた発展

段階の違いが，金融機関に求めるニーズに

影響しているといえよう。

3　農協系統での融資の現状と
　　課題　　　　　　　　　　

（1）　農協の経営多角化向け融資の

問題点

次に農協系統での農業経営体向けの融資

の現状と問題点についてみていくことにす

工部門の経営が安定しているＤ法人，Ｅ法

人では，資金余力があるために借入に依存

せずに，自己資金で賄っている。

財務の健全性という点からは，加工用原

料を自己調達した方が望ましい。しかし，

季節性の高い農産物を用いた加工施設では

原材料を自己調達に限った場合，自己調達

できない期間に加工施設の稼働率が低下す

ることになり，設備投資の負担（減価償却

費）等が収益を圧迫する。したがって，加

工施設の稼働率向上が経営課題となるが，

Ａ法人，Ｅ法人は，自社製造品とは収穫時

期が異なる原材料を用いた受託加工やPB

商品等の製造を行うことで，稼働期間を長

期化している。季節性の高い農産物を用い

た加工を行う経営体は，受託加工を組み入

れることで，加工施設の稼働率を高め，収

益を確保している。

ｂ　設備投資にかかる資金需要と調達の

特徴

設備投資については，事業環境の厳しさ

等から，最小限の投資額でスタートし，経

営が軌道に乗れば，少額の追加投資を行い，

事業の規模拡大に対応するケースが多い。

設備資金の調達方法は，補助金を利用し

残りを自己資金で賄うか，農業制度資金あ

るいは民間金融機関の独自資金を借入れる

等である。

金融機関からの借入は，金利等の面で有

利な農業制度資金が選択されるケースが多

い。しかし，Ｄ法人のように，金利負担で

はなく，借入手続きの簡便さを重視し，民
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高い。

このように多くの農協では融資そのもの

が少ないなかで，事業計画の評価が難しい

ことや融資ノウハウの蓄積が十分でないこ

とを問題点と考えている。
（注 3） 農林中金総合研究所が全国の362農協を対象
に実施したアンケート調査の結果。集計対象は
346農協で，回収率は95.6％。

（2）　Ｆ県の事例

それでは，こうした問題への農協系統と

しての対応という点で参考になる事例とし

て，Ｆ県での取組みを紹介することにした

い。

ａ　Ｆ県信農連の特徴ある取組み

Ｆ県の信連では，以前から農業融資を重

る。

まずは，加工を含めた農業経営多角化向

け融資の実績について，当総研が2011年10

月に362農協に対して実施した農協信用事

業動向調査を基に分析する
（注3）
。

過去３年間に組合員の農業経営多角化に

必要な資金の融資について，実際に「融資

はある」農協が全体の29.0％，「借入相談は

あるが，融資はない」が9.3％で，全体の

38.3％の農協は借入相談や融資があると回

答している。一方で，組合員による経営多

角化の取組み数が少ないことや，必要な資

金を補助金や自己資金で賄い，借入するま

で至っていない組合員も少なくはないとみ

られることから，「借入相談はなく融資もな

い」（50.7％）という回答割合も比較的高い。

なお「わからない」は11.0％であった。

さらに同調査では，「融資はある」「借入

相談はあるが，融資はない」と回答した132

農協に対して，融資の際の問題点を複数回

答で質問した（第３図）。融資はあると回答

した100農協では「事業計画を評価するこ

とが難しい」（63.0％）の回答が最も多く，次

いで「融資件数が少なく，ノウハウの蓄積

が不十分」（49.0％），「経営内容が把握しに

くい」（38.0％），「事業計画の実現性が乏し

い」（20.0％），「借入希望者の経営内容が悪

い」（19.0％），「融資後の管理が煩雑」（18.0％）

が続いている。一方，「借入相談はあるが，

融資はない」と回答した32農協では「事業

計画の実現性が乏しい」（50.0％），「借入希

望者の経営内容が悪い」（31.3％）といった

借入希望者の問題点を挙げる割合が比較的

75

50

25

0

（％）

第3図　組合員の農業経営多角化に必要な資金を
融資する際の農協での問題点（複数回答）

資料　農中総研「平成23年度第2回農協信用事業動向調査」
（注）1  過去3年間に組合員の農業経営多角化に必要な資金につ

いて「融資はある」「借入相談はあるが，融資はない」と回答し
た農協を集計。

　 2  回答農協数は132。うち「融資はある」は100農協，「借入相談
はあるが，融資はない」は32農協。
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上げるケースが多く，金融機関の審査の際

に事業計画の評価が難しい。信連では農業

生産を含めた経営全体の状況を見極めなが

ら，融資の判断を行っている。農業経営体

の加工事業の規模が拡大し，経営全体に占

める加工の割合が高まっていけば，食品製

造業の事業領域となるために，農業生産向

けとは異なる融資審査，債権管理が必要で

あると信連では考えている。

ｂ　県内農協の対応力強化に向けて

Ｆ県では，これまでの取組みによって，

信連の農業融資の新規融資先数が農業法人

を中心に増加し，組合員の加工を含めた

様々な資金ニーズに対応する等の一定の成

果が出てきている。

しかしながら，信連の融資先のなかに

は，農業法人であっても，本来農協が融資

可能な小口の運転資金の案件が含まれてお

り，信連ではこうした案件は農協で融資す

べきと考えている。

こうした信連の課題認識を受けて，県内

農協のなかには，信連と農協職員が同行訪

問しながら，農協が融資ノウハウを吸収し

ようとする動きが出てきている。また信連

では，農業融資専担部署へ農協職員を受け

入れており，信連から農協への融資ノウハ

ウの提供に努めている。

このようにＦ県では，信連と県内農協と

が連携しながら，農業法人向けの融資に取

り組んでおり，そのなかで加工を含めた経

営多角化向けの融資を行っている。大規模

農業法人の資金借入については信連が対応

視してきていたが，県内農協の農業金融に

関するセンター機能を強化するために，６

年前に信連内に農業融資専担部署を設置し

た。設置の背景には県内の販売農家が減少

する一方で，農業法人数は増加しているこ

とから，農協と信連が連携しながら農業法

人向けの融資を強化しようという狙いがあ

った。また専担部署の設置と合せて，信連

では独自の融資商品を創設した。

信連は，農協で融資できない案件につい

てのみ融資するというスタンスをとってい

る。具体的には借入額が大きい案件や農協

の共同販売から離れた組合員で農協が融資

しにくい先，経営多角化に関連した借入で

農協での対応が難しい案件等である。

こうした取組みの成果として，信連では，

農業法人を中心に新規融資先数が大きく増

加している。稲作が盛んな県域であるとい

うこともあり，融資先は稲作経営体が中心

だが，一部に畜産経営体もある。

資金種類別では運転資金が中心である。

一般的に農協から生産資材を購入し，農産

物を出荷している組合員は，農協の経済事

業で供与される決済サイトがあるので，資

金繰りは確保される。しかしながら，加工

等の経営多角化を行うようになると，運転

資金の調達が必要となってくる。運転資金

の融資の際には，借入希望者の資金繰りを

把握することが必要であるが，信連では農

協で適切に対応できていない面があるとみ

ている。

金融機関による農業経営体の加工向け融

資は，農業経営体が新規に加工事業を立ち
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では対応しきれない部分があるものとみら

れ，こうした事態には，Ｆ県の事例のよう

に信連から農協への融資ノウハウ移転等に

よる融資体制の整備が有効であろう。

また一部の食品製造業者化した経営体へ

の融資対応には，信連が補完機能を発揮す

る必要があるものと考える。また，こうし

た経営体は中小企業ないし小規模企業の領

域となるために，他金融機関との競合も想

定される。農協系統には他金融機関と劣後

しない金融サービスの提供が求められる。

一方で，国の６次産業化の推進によっ

て，農業経営体のなかには加工への取組み

意向が高まることも考えられる。しかし，

先にみたように加工に取り組む際の課題も

多く，加工向けの融資は農業生産とは異な

る経営リスクがある。したがって，融資に

あたっては農業生産部門を含めた経営全体

の経営状況を見極め，投資の是非を含めた

指導的な提案を行うことが必要となろう。

具体的には，農協は借入希望者の過剰投

資を避けるために，地域内の既に加工を行

っている農業経営体へ加工を委託する等の

アドバイスを行うことも重要である。農協

は営農・経済事業を中心に地域農業に関す

る様々な情報の蓄積がある。農協の信用事

業部門は他事業部門との連携によって情報

を共有し，地域内の加工施設の利用調整を

行うことは可能である。既に加工を行って

いる経営体にとって，受託加工の増加が加

工部門の経営安定化につながることも期待

される。こうしたことは，他金融機関には

ない農協の強みになるものと考えられ，結

する案件もあるが，将来的には農業法人の

資金需要の多くを農協で融資できるような

体制整備を図ろうとしている。

おわりに

（1）　農協系統の課題

以上の分析結果から次のことを指摘する

ことができる。農業経営体では経営発展を

図るために，大規模経営体を中心に加工を

行うケースが増加している。事例でみたよ

うに，一般の食品製造業の中小企業ないし

は小規模企業と同程度の事業規模へと発展

を遂げようとしている経営体も出てきてい

る。特に農業経営から分離し，加工事業に

特化した法人向けの融資は，農業生産を中

心とした従来の農業融資というよりも，決

算書等の経営分析や損益，資金繰り等の状

況を定期的に把握することが重要となる事

業性資金融資という側面が強くなるものと

考えられる。

さらに分析結果を踏まえながら，農協系

統における融資の課題について，以下のよ

うな点を挙げておきたい。

これまで農協の農業融資は農業生産のた

めの資金供給が中心である。また農協は，

農業経営体の経営内容を信用事業以外の経

済事業の利用も含めたトータルで把握する

ことで，信用リスクを軽減できる面があっ

た。しかし，加工向け融資は，従来型の農

業金融の枠を超え，既述したような事業性

資金融資としての対応が求められる。つま

り，これまでの農協の審査や融資後の管理
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の農業経営体の経営多角化の事例調査を踏

まえたうえで検討することが必要であり，

この点を今後の検討課題としたい。
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（はせがわ　こうせい）

果として農協の信用事業の利用につながる

ことが期待される。

（2）　今後の検討課題

本稿で指摘したように，農業経営体の加

工に伴う資金需要は農業生産で発生する資

金需要とは異なる面があり，加工向け融資

は，農業生産を中心とした農協等の農業金

融に変化を及ぼすものと考えられる。

こうした変化が農業金融全体にどのよう

な影響を及ぼすのかについては，加工以外
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